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（ ，日本は26.4％ 図９

16 。））

また，例えばＯＥ

ＣＤ諸国間での入国

留学生数，出国留学

生数を比較すると，

先進国から日本にや

ってくる外国人留学

生は米国をはじめヨ

ーロッパの主な国に

比べ，学生千人当た

りにして極めて少な

， ，くなっており また

入国率（入国者数／

出国者数）が１に満

たないのは主要国中我が国だけとなっている（図17 。）

この要因については日本語という言語の壁なども挙げられるが，優秀な外国人留学生

を引き付けるためにも，今後更に我が国の大学等の魅力を高めていくことが求められて

いる。

また，我が国の大学院博士課程修了者の能力については，既に第一次提言において，

， ，国際的に見て視野や関心の広さ 国際的なコミュニケーション能力を含めた様々な能力

変化への柔軟な対応力などの面で改善が必要であることを指摘したところであるが，内

外の優れた学生を引き付けるためにも，世界水準の教育研究環境の実現を目指した取組

が急務である。

３ 多様な研究人材が能力を十分発揮し，研究に専念できる環境

多様な研究人材の活躍のためには，人材の能力，業績を適切に評価し処遇に反映

するシステムが整備され，研究人材の流動化が促進される必要があるが，我が国に

おいては流動性は依然として低い状況にある。また，女性研究者，高齢研究者，外

国人研究者，若手研究者などの多様な研究者がそれぞれの能力を十分発揮できるよ

うな研究環境の整備を図る必要がある。

さらに，研究者が研究に専念できるような研究支援体制や研究施設・設備の整備

の推進が必要である。

（１）研究人材の流動化の推進

（研究人材の流動化の必要性）
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※１．外国で受け入れられた留学生のストック数はOECD加盟国（Australia, Austria, Canada, Czech Rep., Denmark, Fnland,
France, Germany, Hungary, Iceland, Ireland, Italy, Japan Kore, New Zealand, Norway, Spain, Switzerrand, Turkey, United
Kingdom, United States)のデータに基づいて計算されたものである。
資料：OECD「International Mobility of the Highly Skilled」
出典：平成15年版科学技術白書

図17　主な国の先進国間における留学生の流動性状況調査



１ ポストドクターとは，主に博士課程修了後，研究者としての能力をさらに向上させるため，引き*
続き大学等の研究機関で，研究業務に従事する者をいう。
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第一次提言でも指摘したとおり，大学，研究機関の研究能力を高めるためには，多様

な背景を有する研究人材を集めるとともに，それらの者が相互に刺激しあい影響される

ような研究環境を整えていくことが重要である。

多様な研究人材が活躍するためには，

，様々な人材が能力を十分発揮できるよう

それぞれの実情等に応じた環境整備が進

められることが重要であるが，あらゆる

人材が活躍し，能力を発揮できるための

， ，基本的な前提条件として 各人材の能力

業績を公正・適切に評価し，処遇に反映

するシステムが整備されていることが必

要である。このため，大学，研究機関に

おいては，任期制の導入や公募の実施に

よる研究人材の流動性向上な

ど，関連する取組を積極的に推

進していくことが期待される。

第２期科学技術基本計画におい

， ， ，て 大学 研究機関においては

任期制，公募の適用方針を定め

た研究人材流動化促進のための

計画の作成に努めることとされ

ている。

（我が国の流動化の状況）

我が国においては，第１期科

学技術基本計画に示された「ポ

ストドクター等１万人支援計
１画」に基づきポストドクター*

等に対する支援制度の普及が図

られるとともに，第２期科学技

術基本計画においては 「30代，

半ば程度までは広く任期を付し

て雇用し，競争的な研究開発環

境の中で研究者として活動でき

るよう，任期制の広範な定着に

平成３年度間 6,197人 1,518人 （２５％）

平成６年度間 6,189人 1,462人 （２４％）

平成９年度間 6,387人 1,580人 （２５％）

平成１２年度間 6,484人 1,444人 （２２％）

資料：文部科学省「学校教員統計調査」

助手採用者
うち新規学卒者

大学

表18　新規学卒者から直接採用される助手の人数
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資料：文部科学省「我が国の研究活動の実態に関する調査(平成14年度)」

図１９　研究者の経験した機関数　回答割合（％）

機関数 任期付研究者数 任期付研究者/常勤研究者

国立試験研究機関（２４） 9 36 1.6%

特定独立行政法人研究機関（３２） 23 478 5.8%

特殊法人研究機関・認可法人研究機関・
非特定独立行政法人研究機関（１２）

5 2401 41.0%

大学等数 任期付研究者数 任期付任用者/教員定数

国立大学　　（９９） 65 3,546 5.8%

公立大学　　（７５） 12 131 1.2%

私立大学　（５１２） 119 1,571 1.9%

大学共同利用機関　（１５） 9 73 4.1%

資料：文部科学省調べ

資料：内閣府調べ

表２０―①　「研究機関における任期付研究者の状況」（平成14年度末現在）

表２０－②「大学の教員等の任期に関する法律」に基づく任期制の導入状況
（平成14年10月現在）
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努める」こととされている。

， ，しかしながら 我が国においては

ポストドクターを経験すること等多

様なキャリア・パス（職業の経路）

を通じて常勤の研究者となる状況に

は至っていない。第一次提言におい

て指摘したように，ポストドクター

支援制度は，人材の流動化，研究者

，の質の向上にも資するものであるが

その後も大学における助手の採用状

況を見る限り，引き続き新規学卒者

からの採用が一定の割合を示してい

る（表18 。）

また，文部科学省が研究者の在籍

した機関数（経験機関数）を調査し

た結果でも，半数以上の人が一つの

機関のみにしか在籍したことがない

と回答している（ 我が国の研究活動「

（ ）」）の実態に関する調査 平成14年度

（図19）ほか，流動性向上を目的と

して導入された任期付任用制につい

ても，その採用等の現状は，例えば

国立試験研究機関等において37機関

（平成14年度末時点 ，国立大学にお）

いて65大学（平成14年10月時点）で

（ ）， 。あり 表20 年々高まってきている

一方，第一次提言でも指摘したよう

に，データが異なるため単純な比較

はできないが，我が国の大学院の全

所属教官においては，カリフォルニ

ア大学の新規採用助教授に見られる

ような米国の大学の教員に比べ自校

21出身比率が高い状況が伺える（表

－①，② 。）

他方，公募制の実施状況は大学においては，一部実施も含め国立大学など96校，公立

大学67校，私立大学249校となっており （平成12年度 ，研究機関においては国立試験， ）

研究機関14機関，特定独立行政法人研究機関27機関，特殊法人機関７機関（平成14年9

月）となっている（表22-①，② 。）

教官数（人） 自校出身 教官数（人） 自校出身

平成　４年 116,776 34.8% ― ―

平成　７年 121,535 34.3% ― ―

平成１０年 122,193 31.2% 10,158 62.2%

平成１３年 118,305 26.9% 18,929 59.1%

資料：学校基本調査

学部所属教員 大学院所属教員

表２１－①　大学教官における自校出身者の状況

採用者数 ％

　全体 995 100
ＵＣ９校 215 22

　出身校別
①ＵＣバークレー 103 10
②スタンフォード 74 7
③ハーバード 59 6
④エール 41 4
④ＵＣＬＡ 41 4
海外 85 9

出身校

表２１－②　カリフォルニア大学（ＵＣ）９校（米国）の
助教授採用者（1994－1998）

資料：カリフォルニア大学資料
出典：平成15年版科学技術白書

国立（９９） 公立（７２） 私立（４８０）

実施
（一部実施を含む）

96 67 249

未実施 3 5 231

採用者数 2,616 415 1,193

うち企業人※１ 128 33 145
実施

（一部実施を含む）
85 31 124

未実施 14 41 356
※１ 「企業人」とは、企業の職員である者をいう。

資料：文部科学省調べ

国立試験研究
機関（１５）

特定独立行政
法人研究機関

（29）

特殊法人等研
究機関（９）

公募制の
実施状況

実施機関数（一部実施を含む） 14 27 7

採用者数 78 176 408

公募採用者／総採用者数 96% 66% 72%

資料：文部科学省調べ

公募による
採用者数

国際公募の
実施状況※２

公募制の
実施状況

公募による
採用者数

※２ 「国際公募」とは外国の大学・研究機関等に所属している者、又は外国籍の者が応
募可能である公募をいう。

表22-①　教員の採用における公募制の実施状況（平成12年度）

表22-②　国研等における公募制の実施状況（平成１４年４月～9月30日）

　（新規採用実施機関数）
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， ，このように 我が国においては

流動性の向上が引き続き課題とな

っているが，流動性の向上が妨げ

られている要因としては，多くの

研究者が「社会システムが整って

おらず負担」と回答しており，転

職によって退職金や年金などにお

いて不利となる社会システムが研

究者の流動性を妨げていることが

考えられる（ 我が国の科学技術「

政策の効果と課題に関する調査」平成11年度科学技術振興調整費調査研究報告書 。ま）

た，任期付任用制度の問題点に関して 「任期後の受入先が未整備 「短期間で成果を， 」，

出すのに必要な研究環境になっていない 「任期中および任期後の社会保障制度が未整」，

備」などの回答が多くなっており，流動的であることが雇用不安に直結している現状が

現れている（図23 。これは，任期付研究者という一部の集団のみが流動的である一方）

， ， ，で 全体の流動性が未だ低いことが背景として考えられ 流動性を更に高めるとともに

流動性を前提として各人がより良い環境を求めて自己研鑽をするような科学技術システ
さん

ムへと更に変革していく必要があると考えられる。

（２）研究者が研究に専念できる環境

（研究支援体制の充実）

多様な研究者が研究に専念でき

るようにするためには，研究支援

者，事務職員等のスタッフなど研

究支援体制の整備が重要である

が，我が国は，例えば研究者一人

当たりの研究支援者数が減少して

おり，諸外国に比べ少なくなって

いる（日本0.29人（平成14年 ，）

ドイツ0.88人（平成12年 ，フラ）

（ ））（ ）。ンス0.90人 平成12年 図24

研究者の間でも，国内に比べ，海

外の研究環境が優れている点とし

て，雑用を排し研究に集中できる

こと，事務スタッフ・技能スタッ

フなど支援体制が充実しているこ

となどが多く指摘されており，研

究支援体制が国際的に見て不十分であることが認められる。

24.4

28.6

29.9

39.1

64.1

0 10 20 30 40 50 60 70

任期後の受入先が未整備

短期間で成果を出すのに
必要な研究環境になっていない

任期中および任期後の
社会保障制度が未整備

プロジェクト型研究以外の研究には
任期付任用制は向いていない

公正でオープンな評価が
行われていない

給与等の処遇が不十分

有能な指導者がいない

現行の任期付任用制は現場の
研究者の意見を反映していない

その他

(%)

H14
H11校正済

図23　研究者から見た任期付任用制の問題点

資料：文部科学省「我が国の研究活動の実態に関する調査(平成11年度、平成14年度)」
出典：平成１５年度科学技術白書

注）１．国際比較を行うため、各国とも人文・社会科学等を含めている。
　　　　なお、日本については専従換算の研究者数を併せて表示している
　　　　（2002年３月31日現在）。
　　２．日本の専従換算の値は総務省統計局データ。
　　３．ＥＵはＯＥＣＤの推計値である。
　　４．研究支援者とは、研究者を補助する者、研究に付随する
　　　　技術的サービスを行う者及び研究事務に従事する者で、
　　　　日本では研究補助者、技能者及び研究事務その他の関係者である。
資料：日本 総務省統計局「科学技術研究調査報告」
　　　その他はＯＥＣＤ「Main Science and Technology Indicators」
出典：平成15年版科学技術白書
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図24　主要国における研究者１人当たりの研究支援者数
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， ，国立大学 私立大学や大学共同利用機関が行う優れた研究プロジェクト等については

大学院博士課程学生を参画させ，研究遂行能力の育成とともに，研究体制の充実を図る

リサーチアシスタント制度の充実が図られている。

これまでに，競争的研究資金制度改革の一環として，研究費による研究支援者の雇用

が多くの制度で可能となってきたが，研究支援者の雇用に係る資金は競争的研究資金全

体の約４％で，単純な比較はできないが，米国と比べ少なくなっている。また，機関の

管理部門のスタッフの充実に充てることのできる競争的研究資金の間接経費について

は，第２期科学技術基本計画において，研究費の30％程度を当面の目途とすることとさ

れているが，政府全体の競争的研究資金におけるその比率は3.4％（平成13年度）とな

っている。

さらに，今日，研究支援のため

に求められる業務の内容も，知的

財産の活用，国際化対応など，多

様化，高度化しており，支援者等

の養成，資質の向上も課題となっ

ている。

研究施設・設備の計画的整備）（

大学，研究機関においては，活

発な研究活動を展開し，優れた研

究成果を生み出すため，安全で効

果的に研究に専念できる研究施設

・設備の整備が必要である。この

ため，第２期科学技術基本計画に

基づき 「国立大学等施設緊急整，

」 ，備５か年計画 が策定されるなど

大学，研究機関の施設・設備が計

画的に整備されているが，今後と

も，国内外の優れた研究者等を引

き付ける魅力に富んだ世界水準の

優れた研究施設・設備の整備が課

題となっている。

（３）女性研究者に関する環境

（女性研究者の割合等の現状）

我が国においては，女性研究者

の割合は増加しているものの，平

成14年度で研究者全体（人文・社

85万人
23.7%

8.5万人
10.7%

275万人
76.3%

70.8万人
89.3%

0 100 200 300 400

日本

米国

（万人）

女性 男性

（注：平成14年、人文・社会科学分野を含む研究者）
　　　資料: 総務省統計局「科学技術研究調査報告」（平成14年）

図25　日米の研究者の男女別就業人数と割合

（注：平成11年、社会科学分野を含む科学者・技術者）
　　　資料: Science&Engineering Indicators -2002

出典：学校基本調査
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図26　専攻分野別大学における女子学生の占める割合（平成14年）

図27　大学教員における専攻別女性の割合（平成14年度）
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） ， （ ） ，会科学分野の研究者も含む の10.7％であり 米国 23.7％ の１/２未満であるなど

諸外国と比べて依然として低い（図25 。）

（就業前の進学等の現状）

就業前の状況をみると，大学学部，大学院への女性の進学率は向上し学生に占める女

性の割合も向上しているが，理系においてはまだ女性の割合は低く，ほとんどの分野で

大学学部 大学院修士課程 博士課程と進むにつれて女性学生の割合は減少している 平， ， （

成14年では，全分野で学部38.9％，修士28.1％，博士27.9％，理学系で学部25.7％，修

士21.6％，博士16.9％，工学系

で学部10.5％，修士9.2％，博

士10.6％ （図26 。） ）

（大学等における処遇，研究環境

等の現状）

大学の教授等のポストにおけ

る女性の割合も増加しつつある

が，助手，講師，助教授，教授

とポストが上位になるほど女性

の割合は低くなっている（平成

14年度で 助手21.7％ 講師21.， ，

， ， 。0％ 助教授14.4％ 教授8.8％

なお，理学系では助手16.9％，

講師10.1％，助教授6.7％，教

， ，授3.8％ 工学系では助手8.1％

講師6.9％，助教授3.8％，教授

1.1％となっている （図27 。） ）

また，女性研究者は，男性研究

者に比べ，非常勤職に就く者の

（ ）。割合が多くなっている 図28

また，女性研究者の数が少な

いため，大学等における意思決

定の場や研究費等の審査への参

画も少ない状況にある。

さらに女性研究者の処遇，研

究環境に関し，採用，昇進，評

価，雑務の負担等について性別

による処遇格差があるとする女

性研究者が多くなっている。ま
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図28　女性研究者の現在の就業形態

資料：女性科学研究者の環境改善に関する懇談会
「科学研究者の環境に関する調査」（1997）
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資料　科学技術振興調整費（東京医科歯科大学教授　都河明子／三菱総合研究所）
       「科学技術分野における女性研究者の能力発揮」（2001-2002)

図29　性別による処遇の格差



２ ロールモデルとは，将来像を描いたり，自分のキャリア形成を考える際に参考にする役割モデル*
をいう。
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た，例えば，海外での学会，出張，研究等の経験について女性研究者は男性研究者より

少ないなどの現状がある（図29 。）

また，女性研究者の割合や，上位のポストに就く女性が少ないことから，研究者を志

す女子学生等にとって，ロールモデル がない，あるいは研究活動・研究生活について*２

の将来のキャリアが見えにくいといった問題が指摘されている。

（出産，育児等による研究活動への影響）

「 」（ ，科学技術振興調整費による 科学技術分野による女性研究者の能力発揮 平成13年

）」 ， ，三菱総合研究所 によれば 研究活動を中断した経験のある者の割合は男性で10.9％

女性で33.3％となっており，中断の理由は男性が「健康上の理由」や「その他」が多い

のに対し，女性は７割以上が「出産育児」となっている。研究費の受給期間中や特別研

究員制度等の支援期間中にやむなく研究を中断することにより，その後の支援を受けら

れなくなるなど，研究者のキャリア形成上に支障を生じる場合もあるほか，研究の中断

を期に退職する率も高い。また，研究者社会全体の流動性が低いため，退職後の再就職

が難しい状況にある。

（４）高齢研究者に関する環境

（研究者の高齢化）

我が国においては，全就業者

や様々な職業に就いている人の

平均年齢が年々上昇している

が，研究人材全般についても高

齢化が進展しつつあると考えら

れ，特に大学教員では全就業者

の平均よりも５歳程度高めで推

移している（図30 。）

（高齢研究者の活躍等の状況）

年齢の上昇とともに研究者の

創造性がどのように変化するか

ということについての科学技術

政策研究所の調査研究によれ

ば，知識能力，身体能力の推移

を総合的にみて，65歳付近でも研究能力を長期に維持できると予想する研究者は約４割

いるとの結果が出ている（ 図31 「創造的研究者のライフサイクルの確立に向けた現状（ ）

35
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1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 年

歳

全就業者
就業者(非農林業)
専門的・技術的職業従事者
技　術　者
大学教員
民間企業の研究者

資料：全就業者、就業者(非農林業)、専門的・技術的職業従事者、技術者；総務省
　　　統計局「労働力調査」を基に文部科学省にて推定
　　　大学教員；文部科学省「学校教員統計調査」
　　　民間企業の研究者；文部科学省「民間企業の研究活動に関する調査
     （平成９・14年度）を基に推定
出典：平成15年版科学技術白書

図30　 職業等別の平均年齢（推定値）の推移
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調査と今後のあり方 。」）

また，産学官の研究機関を

対象とした中高年研究者・技

術者に対する将来の望ましい

処遇の在り方についてのアン

ケート結果によれば，各機関

は，中高年研究者について業

績等を評価した結果適切であ

れば，研究の継続を可能とす

る処遇を行うことが望ましい

と考えている。民間企業にお

いては，研究者の平均年齢は

比較的低く，早くからマネジ

メント部門等他の職種へ進ん

でいる人が多いと考えられるが，管理職以外に専門職としてのコースを設けたり，嘱託

等で雇用するなど，能力のある研究者が長く研究者として活躍できるような対応を行っ

ているところも多い。

（定年後の優れた研究者の処遇等）

他方，我が国の優れた研究者が，定年によって国内のポストを失うことを契機に海外

の研究機関に流出する事例が生じており，我が国の国際競争力の維持・向上の観点から

問題であるとの指摘もなされている。

（５）外国人研究者に関する環境

（我が国における外国人研究者の状況）

「研究 「教授」の」，

在留資格で日本に滞

在している外国人数

は急速に増加してお

り，平成13年におい

ては「研究」が3,141

人 「教授」が7,196，

人となっている。国

別で見ると 「研究」，

については約７割が

アジア籍であり，欧

州からは約２割であ

るが，北米からは約

資料：科学技術政策研究所　DISCUSSION PAPER No.27　「創造的研究者の
　　　ライフサイクルの確立に向けた現状調査と今後のあり方
　　　－研究者自身が評価する創造的な研究開発能力の年齢的推移等に
　　　　関する調査研究－
　　　（平成14年11月）」
出典：平成15年科学技術白書
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図31 創造力・発想展開力の能力推移パターン
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図３２　日本に滞在している外国人研究者数・教員数
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３％と少ない 「教授」についてはア。

ジア47％，欧州21％，北米26％とな

っている（図32 。）

科学技術政策研究所の調査による

と，平成10年度に国立試験研究機関

及び特殊法人研究開発機関について

調査した47機関のうち，38機関に外

国人研究者2,125人（うち任期付研究

員2,062人）が在籍しており，対象機

関の研究開発者総数に占める比率は1

9.2％であった 国籍別では中国 20.。 （

）， （ ）， （ ）8％ 米国 10.9％ 韓国 9.5％

が多くなっている。

， ，一方 大学における外国人教員は

平成14年度で5,286人であり，全教員

に占める割合は3.4％となっている

（表33 。）

また，産学官の研究者に対する意

識調査において，自分の所属する研

究室，あるいは研究グループにいる

外国人研究者の人数を調査した結果

では，1人以上の外国人研究者がいる

， ，と回答した者は わずか3.4％であり

回答者の所属する研究室あるいは研

究グループの研究者総数に占める外

国人研究者総数の割合は0.9％であっ

た。研究分野別では「材料・ナノテ

クノロジー分野」が最も多く5.8％，

ついで「フロンティア分野」5.3％ 「ライフサイエンス分野」3.0％であった 「材料・， 。

ナノテクノロジー分野」は我が国の国際的な論文数占有率や論文の被引用度数が比較的

高く，我が国の研究レベルが世界的に評価されているために，外国人研究者を吸引して

いることが考えられる（文部科学省「我が国の研究活動の実態に関する調査（平成14年

度 （図34 。）」） ）

（外国人研究者の生活環境）

優秀な外国人研究者を我が国に引き付けるためには，研究に専念し，安定して生活を

送れるような環境を整備することが重要と考えられるが，そのためには，職場である研

究機関や関係する周囲の研究者などだけの問題でなく，入国管理手続きや，年金制度等

外国人教員
外国人教員
／教員総数 外国人教員

外国人教員
／教員総数

 学長 0 0% 0 0%
 副学長 0 0.0% 0 0%
 教授 62 0.3% 134 0.6%
 助教授 259 1.7% 408 2.4%
 講師 528 9.9% 602 11.4%
 助手 463 2.6% 466 2.7%
 計 1,312 2.3% 1,610 2.6%
 学長 0 0.0% 0 0.0%
 副学長 0 0.0% 0 0.0%
 教授 44 1.8% 82 2.3%
 助教授 58 3.1% 112 4.2%
 講師 101 8.9% 105 6.5%
 助手 39 1.6% 46 1.6%
 計 242 3.1% 345 3.2%
 学長 3 0.8% 5 1.0%
 副学長 2 1.5% 1 0.4%
 教授 669 2.3% 1,050 2.9%
 助教授 576 4.2% 937 5.7%
 講師 824 7.7% 1,074 8.3%
 助手 230 1.5% 264 1.5%
 計 2,304 3.3% 3,331 4.0%

3,858 2.9% 5,286 3.4%大学合計

私立大学

平成７年度 平成14年度

国立大学

公立大学

　表３３　外国人研究者の登用数

 出典：学校基本調査
（注）大学：本務者の数で、雇用契約によるものを含む。
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図３４　研究分野別外国人研究者の分布状況
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の問題，同伴する家族の生活・

就業環境，私生活での言語の障

壁などの問題がある。文部科学

省の調査においても，外国人研

究者を受け入れて悪かった点と

して「宿舎の確保や子弟の学校

問題等，生活環境の確保に手間

がかかった」とする意見が多く

見られており（28.3％ ，家族も）

含めた外国人研究者への十分な

支援が求められている（図35 。）

（６）ポストドクター等若手研究者に関する環境

（ポストドクター等若手研究者に対する支援の現状）

我が国の大学院博士課程修了者数は年々増えており，平成13年度には13,642人と，５

年前の平成９年度の9,860人に比べ，約1.4倍と大きく増加している（図36 。このよう）

な中で，第１期科学技術基本計画に示された「ポストドクター等１万人支援計画」に基

づき，ポストドクター及び博士課程学生に対する支援は大幅に拡充されており，平成15

年度予算においては全体として10,598人に対する支援が措置されている（図37 。）

現在実施されているポストドクター等に対する支援は，日本学術振興会の行う特別研

究員等のフェローシップ型と，競争的研究資金等による雇用型の２つに大別される。こ

のうち，前者は，優れた若手研究者に，その研究生活の初期において自由な発想のもと

に主体的に研究

課題等を選びな

がら研究に専念

する機会を与え

ることにより，

我が国の研究の

将来を担う創造

性に富んだ研究

者の養成・確保

に資することを

目的とするもの

である一方，後

者は競争的研究

資金等により特

定の課題につき

研究を推進する

5.1
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教育・研修に時間がとられ、期待通りの成果が
得られなかった（n=80）

宿舎の確保や子弟の学校問題等、生活環境の確
保に手間がかかった（n=117）

入国審査や在留資格認定などの手続きが大変で
あった（n=69）

研究員との意思疎通がうまくいかなかった（n=74）

研究期間が短く十分な研究交流が図られなかった
（n=105）

生活習慣や文化に馴染むことができなかったた
め、期待する成果を出してもらえなかった（n=21）

期待する研究手法や技術知識を習得することがで
きなかった（n=21）

研究環境が適合しなかったため、思ったような成
果を出してもらえなかった（n=21）

出典：文部科学省「我が国の研究活動の実
態に関する調査報告」（平成13年）

図３５　外国人研究者を受け入れて悪かった点（％）

※各年度、前年度の３月末に修了した人数（満期退学者を含む）で、
　 学校基本調査報告書による。
※博士後期課程（一貫制博士課程の３年次、４年次及び５年次の課程を含む。）
　 学生及び医歯学、獣医学関係の博士課程学生の合計人数。

図36　大学院博士課程修了者数の推移（進路別）
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中で，研究指導者の下でポストドクター等を参画させ，その技能の向上など資質の向上

に資するものである。

特に，日本学術振興会の特別研究員制度については，若手研究者の主体性を尊重し，

特定の研究分野に限らず幅広い研究分野にわたって優れた若手研究者を確保できる点に

特徴があり，優れた若手研究者の重要なキャリア・パスの一つとして定着している。ま

た，運用上，研究に従事する場を出身研究室以外の研究室とすることで，研究者の流動

性の向上にも資するものとなっている。

他方，第２期科学技術基本計画においては，研究指導者が明確な責任を負うことがで

きるよう研究費でポストドクターを確保する機会の拡充を図ることが掲げられており，

これらを踏まえ，競争的研究資金等による雇用型の支援が近年大きく拡充されている

このように，ポストドクター等に対する支援が拡充され，多様化する中で，支援全体

の在り方や，各制度の改善についての検討が必要となっている（表38 。）

（研究者のキャリア・パスの現状）

これまでの我が国の研究者のキャリア･パスについては，大学院教育を経て，博士号

を取得し，大学教員や研究機関の研究者として経験を積んでいくという，いわゆる「ア

カデミック・キャリア･パス」が一般的であった。しかしながら，社会全体が科学技術

と様々なかかわり合いを持つようになった今日，科学技術に関する教育を受けた者の活

躍の場面も広がりを見せている。既に欧米諸国では，研究経験を有する人材が企業，政

府，国際機関等の様々な分野に進出・活躍しているが，優秀な人材を幅広く結集するた

めには，キャリア･パスを一層多様化すべきとの議論がなされている（図39は，平成13

年11月のヒューマン・フロンティア・サイエンス財団主催の「自然科学における若手研

究者の国際的訓練と支援に関する会議」の報告書による 。。）

ポストドクター等１万人支援計画の推移
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厚生労働省
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図３７　ポストドクター等1万人支援計画の推移

（政府全体）　6,224人　　8,165人　 8,772人　10,187人　 10,596人　10,871人　11,127人　10,598人
（文部科学省）5,807人　　7,381人   7,926人　 9,280人   9,626人　　9,690人　 9,814人   9,572人
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例えば 図表40は 米国における博士号取得者の就職状況を示したものであるが 43.， ， ，

4％の者が４年制大学等の教授，助教授等に就職しているが，そのほかにも，営利企業

の経営者，研究者，技術者等に33.6％の者が，また，政府関係の行政官，研究資金の審

，査担当者等に9.4％の者が就職するなど

極めて多様な職業に就職している状況が

認められる。また，米国では民間企業に

多くが所属している技術者の平均年収を

見ると取得学位によって明らかに差があ

り，博士号取得者は修士号取得者に比べ

収入が約11％多くなっている（学位取得

後19年）のに対し，我が国の民間企業で

は博士課程修了者の初任給を学部卒業

者，修士課程修了者より優遇している企

業の割合より，学部卒業者，修士課程修

了者とほぼ同等か差を設けていない企業

の割合の方が高くなっているなどの状況

がある（図41 。こうした中で，今後，）

我が国においても，博士課程修了者が適

切に処遇されるような多様なキャリア・

パスが確立されることが課題であると考

えられる。

　　米国では,大学院を卒業後,研究員等として
研究経験を積んだ後 ,講師,助教授等として就
職する。ただし,当初１年契約で雇用され ,審査
を経て毎年契約が更新される。助教授として３
～７年程度の間実績を積み重ね,準教授となっ
た後に審査試験に合格すると「テニュア（終身
在職権）」を取得し,その大学に終身雇用される。
このように数年後にテニュア審査を受けること
が初めから決まっているポジションを「テニュア・
トラックポジション」と呼ぶ。

　米国の研究体制が日本と大きく違う点の一つ
は,終身在職権のない助教授として採用され ,テ
ニュアトラックポジションにたったときから自分
自身の研究室が任され ,自由に研究を始めら
れることである。その反面,教鞭をとっている期
間（約9ヶ月）しか大学から給与が支払われな
い場合が多く,残りは自ら獲得したグラントなど
から賄う必要がある。

米国大学におけるテニュア制度

（人）

特別研究員
(JSPS)  (注1）

科学技術特別
研究員制度

(JST)

産業技術フェローシップ
(NEDO)

1,609 (26.0%) 297 (4.8%) 415   (6.7%)

（人）

産業技術フェローシップ
(NEDO)

396   (6.0%)

＊可能な限り今回の調査による実績人数を用いたが、未判明分については予算上の人数を用いた。
(注1)　特別研究員（日本学術振興会）の人数は、各年度4月1日現在のもので、平成14年度実績には、科学技術特別研究員制度（科学技術振興事業団）
　　　　からの移管統合に係る継続支援分253人を含む。
(注2)　文部科学省所管及び予算上の人数を把握できた他省の競争的資金による雇用者。その他、他省の競争的資金において、ポスドクが雇用されている。
(文部科学省調べ）

6,554

1,619

国内で政府の支援を受けている日本人ポスドク

フェローシップ型
リサーチアソシエート
・特殊法人雇用型

競争的資金（一部）
による雇用   (注2）

海外派遣 外国人招聘

2,044

2,473   (40.0%) 1,396   (22.6%) 279 1,340

1,653

リサーチアソシエート
・特殊法人雇用型

競争的資金（一部）
による雇用   (注2）

391

その他

2,321   (37.5%)

特別研究員
（JSPS)   （注1）

計

6,190

7,809

フェローシップ型

海外派遣 外国人招聘

1,831   (27.9%）

(平成14年度実績)

(平成13年度実績)

8,598

国内で政府の支援を受けている日本人ポスドク その他

計

2,227 (34.0%)
2,293   (35.0%) 2,034   (31.0%)

表３８　ポストドクターに対する形態別支援人数



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・大臣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・非営利研究基金の責任者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・企業の最高経営責任者
　　　　　　　　　　　　　　　・科学政策担当の長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・研究所長
　　　　　　　　　・科学ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ：　　　　　　　　　　　・法、生命倫理、特許
　　　　　　　　　　　ｼﾞｬｰﾅﾘｽﾄ、編集者、ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻ　　
　　　　　　　　・行政：科学計画責任者
　　　　　　　　・非営利セクターの責任者

　　　　　　・企業研究所ﾁｰﾑﾒﾝﾊﾞｰ、ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ、起業者
　　　　　・ジャーナリズム
・法律　　　　　　　　　　　　　　　　・環境保護組織
・科学政策　　・非営利助成管理

・ジャーナリズム　・法科大学院　・産業技能者　・ビジネス管理
・非営利、政府　　　　・臨床試験チームリーダー
・立法支援者　・公衆衛生マネジャー　・科学管理

　　　　　　　　　　　　　・科学教育と理解増進プログラム
　　　　　　　　　　・研究技能者　　　　・専門職大学院の先生
　　　　　　　　　　　　・ライター　　　　・財団支援者

・大学長
　　　　　　
　　　・教授陣
　　　　　　　　　　　　　　　　　・独立研究者
　　　　・大学経営関係者
　　　　　　　　　・研究チームメンバー

　　　 　・研究チームメンバー
　　　　 　　　　　　　　・学部レベルの大学教育者
　　　　　 　・大学経営関係者

　　　　　
　 　・中学・高校の先生
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・専門職大学院の教員
　 　　　　　・大学経営関係者

　　　　　
　
　 　　　　
　　　　　　　　　・小学校の先生
　 　　　　　 　・研究技能者

図39　研究人材のキャリアパスの例
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　　　　非アカデミック　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アカデミック
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　　・博物館展示　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・科学理解増進　　・科学カリキュラム開発

出典：自然科学における若手研究者の国際的訓練と支援に関する会議（2001年11月29-30日（仏;ｽﾄﾗｽﾌﾞ-ﾙ））報告書より

－
２

４
－



- 25 -

4年制大学 その他 営利 自営業 非営利
553.4 240.1 15.7 185.7 30.4 27.5 52.1 1.8
100% 43.4% 2.8% 33.6% 5.5% 5.0% 9.4% ―
416.7 198.4 9.8 128.6 21.5 17.7 39.4 1.4
75.3% 35.9% 1.8% 23.2% 3.9% 3.2% 7.1% 0.3%
342.1 176.1 9.6 86.5 19.8 15.7 33.3 1.2
61.8% 31.8% 1.7% 15.6% 3.6% 2.8% 0.1% 0.2%

74.6 22.4 0.2 42.1 1.7 2.0 6.1 0.2
13.5% 4.0% ― 7.6% 0.3% 0.4% 1.1% ―
136.6 41.7 5.9 57.1 9.0 9.8 12.8 0.4
24.7% 7.5% 1.1% 10.3% 1.6% 1.8% 2.3% 0.1%

66.1 14.4 1.5 34.8 1.8 5.2 8.0 0.3
11.9% 2.6% 0.3% 6.3% 0.3% 0.9% 1.4% 0.1%

23.7 19.3 3.7 0.2 0.3 0.1 0.1 ―
4.3% 3.5% 0.7% ― 0.1% ― ― ―

計
教育機関 産業界

教師

管理職等

資料：科学技術政策研究所がＮＳＦ／Characteristics of Doctoral Scientists and Engineers in the Uniteds States 1999 をもとに作成

（単位：千人）

科学者

エンジニア

非科学技術関連職業

政府関係 その他

全職業者数

科学技術関連職業

表40-①　職業別・雇用部門別の博士号保有科学者・技術者数（１９９９年）
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図40-②　職業別・雇用部門別の博士号保有科学者・技術者数（１９９９年）
（千人）

雇用部門
職業分野

注）米国籍を有する技術者（engineer）の平均年収である。
資料：米国科学財団「Science and Engineering Indicators 2002 」
出典：平成15年版科学技術白書
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図４１　米国における取得学位別・学位取得後経過年数別の平均年収




